
　(1)　有価証券の評価方法

　　　

  (4)　消費税等の会計処理  
 消費税等の会計処理は税込方式によっている。

千円 (a) (b)

社債

0 204,801,975 0 204,801,975
0 15,551,137 0 15,551,137

特定資産

0 200,000,000
　　預金 0 100,000,000 0 100,000,000

100,160,000

18,000

20,128,00020,027,000

　　　　　退職給付引当金　　期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

当期増加額 当期減少額 当期末残高

522,517,432
220,949,752

90,000,000
55,836

257,600

20,000

　　　　　満期保有目的の債券は帳簿価額による（償却原価法に基づいて算定した価額）。

３　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

　　　　　什器備品　　定額法による減価償却を実施している。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

300,000,000

18,000,000
90,054,000
18,055,836

85,650,000

0

47,000

100,000,000100,000

222,517,432
101,567,680

フィンランド地方金融公社

47,000,000

0

404,801,975

野村ホールディングス

20,000

47,257,600オリックス

393,154,806

521,109,752

△ 11,647,169405,000合　　　計

54,000豪・コモンウェルス銀行 90,000

10,000 10,000,000
436,520

△ 14,350,000

横浜市債 101,000

20,330,000
神奈川県債

342,025
337,00020,124,000

19,987,975
19,787,000

20,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財務諸表に対する注記

１　重要な会計方針

額　面 帳簿価額 時　価

基本財産

　　　小　　計
100,160,000

 　　退職給付引当資産

　(3)　引当金の計上基準について

　　国債
　　定期預金

100,000,000

　　投資有価証券 0

　　　小　　計

0
200,000,000

300,160,000

　(2)　固定資産の減価償却について

160,000 0
160,000 0

(単位：円)
科　目 前期末残高

160,000

(単位：円)
評価損益

科　　目

596,640

　　　合　　計

1,567,680

(b)-(a)

2,164,320
     国際交流事業基金（投資有価証券）

     国際交流事業基金（預金）

国・公債
国債

　　　　　　　　 

りそな銀行 50,000 50,000,000 50,954,700 954,700

99,840,000 100,000,000

三菱東京UFJ銀行

1,567,680

三菱UFJ信託銀行

10,164,150
30,000 30,436,520

164,150
30,000,000


